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事業１

事業２

設　立
目　的

　昭和４４年８月，県議会は「公害対策特別委員会」を設置して各種実態調査を行い，官民一体となった
公害防止組織の設立の必要性について指摘，昭和５０年１０月に民法３４条の認可を受けて設立した。
公害防止のための活動や環境保全に関する普及啓発活動及び公害防止に関する測定分析，環境監
視，調査研究，技術開発，指導提言等を行う。県は公益事業を推進する費用の一部を補助している。

事　　　業　　　名

15,475
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17整理番号

［法人の概要］

出資法人等経営評価書（公益法人会計用）

平成１７年７月１日現在

　

　

　社団法人　茨城県公害防止協会

 

昨年１０月，県の指定を受けた地球温暖化防止活動推
進センターの事業を本格化するほか以下の公益事業を
実施する。
広報誌の発行や環境関連図書を斡旋配布する。
県と共催のエコカレッジ及び県委託の環境技術支援の
実施。国家試験準備講習会，環境保全推進担当者研修
会等の開催。環境マネジメントシステム支援事業。

３０代 ４０代 平均勤続年数

10
46

平成１７年度事業費

千円

334,900

内　　　　　　　　　　　　容

  

 

「環境保全コンサルタント事業の実施」
排水，排ガス，廃棄物や騒音，振動，臭気等の測定分
析。大気汚染，航空機騒音，公共用水域の監視観測。
自動車排ガス等の環境モニタリング調査。廃棄物処理
施設に係る生活環境影響調査。その他各種環境実態調
査。
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会長　　角田　芳夫　（非常勤）

水戸市元吉田町１７３６－２０
http://business2.plala.or.jp/ibakobo/
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［収支の状況］ 　

収入合計

支出合計

当期収支差額

正味財産増加額

正味財産減少額

資産

負債

正味財産

　社団法人　茨城県公害防止協会

241,044

平成１５年度 平成１６年度平成１４年度
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31,097

592,444

269,059

11,887

698,441

352,794429,382

21,733

239,650

158,746

287,814

144,730

0
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295,513
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579,262

財政的関与の割合（％）

919,056

0

区　　　　分

事業収入

事業外収入

事業支出

285,321

40%
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収

支
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状
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事業外支出

うち管理費

うち人件費

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産

期末正味財産

流動資産

固定資産

　　計

流動負債

うち短期借入金

固定負債

うち長期借入金

貸付金

区　　　　分

財

産

の

状

況

（単位：千円）

補助金

委託金

7,437 3,825 3,826

266,223219,105

［財的関与の状況］

財
的
関
与
状
況

（単位：千円）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

902,226868,255

850,919

266,837

597,817

57,078

支　　出　　項　　目 目     　的　 ・ 　内　      容　・　効　　　　果

補助金
公益事業を推進するための費用に対する補助事業。公益事業部長の給料，手
当等人件費相当額の２分の１の額。

委託金
水質測定業務４０件１３８百万円，大気測定業務７件９百万円，企画調査業務
８件　２８百万円，監視機器保守管理業務７件８１百万円，その他６件１１百万
円，合計６８件２６７百万円。

貸付金
 

［平成１６年度の補助金等の目的・内容等］

　

損失補償・債務保証

270,049222,930

40% 34%
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［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題，対策等）］

計画性

経営環境は厳しさを増して事業収入は減少傾向にあり，移転統合による経営の合理化を
はじめ構造改革を進めて協会の安定経営に努めている。
公害防止や環境保全に関する普及啓発活動等の公益事業の充実と拡大に努める一方，
昨年１０月に地球温暖化防止活動推進センターの指定を受けており，今年度より専任の職
員を増員配置して，センター事業を本格化させて公益事業比率の向上を図る計画である。
公益事業は環境行政を補完する役割があり，民間業者は容易に行い得ない業務であり，
公益法人の特性を発揮して今後とも積極的に事業を展開していく。
公益事業を推進する費用は，会費のほか収益事業からの寄付金により賄う自主運営であ
り，寄付を継続していける収益事業の効率的で安定した健全運営にも努める方針。

組織の管理運営上における人的・
物的な経営資源が有効活用されて
いるか

効率性

健全性 効率性
平成１６年度は産業
会館専有部分売却
に伴う特別損失によ
り，収益率は一時的
に低下したが，移転
統合による合理化効
果により収益構造は
改善している。また，
設備投資は全額自
己資金で賄い，財務
面の健全性を維持し
ている。

人件費関連項目の改
善が課題であるが，移
転統合を機に組織を
改編しており，今後は
人・物・金の経営資源
を有効活用して効率
性の改善に努める。な
お，職員の年齢構成
を勘案して，今春３年
ぶりに１名を新規採用
した。

各評価項目については，「出資法人等
経営評価指標及び評価基準等」を参照

組織，人事，財務等の内部管理体
制が適切に整備・運用され，かつ
情報公開による透明性の確保が適
切か

計画性

目的適合性

法人の財務体質が健全であるか，
また，各事業の採算性がとれてい
るか

健全性

《評価の視点》

今後の事業展開の方向

目的適合性 組織運営の適正性
入札単価の下落など
経営環境は年々厳し
さを増している。環境
の変化に対応した計
画的，効率的な協会
運営が要求されてお
り，３月に市内元吉田
町に事務所を新築し
て産業会館の管理部
門と分析センターを統
合して経営の合理化
と効率化を図った。

公害防止活動や環境
保全に関する知識の
普及啓発活動などの
公益事業比率の向上
が課題である。昨年の
１０月に地球温暖化防
止活動推進センターの
指定を受けて，今年度
以降事業を本格化さ
せて公益事業比率の
アップに努める。

移転統合を機にスリ
ムで効率的な組織に
改編した。また管理
職の意識の改革と職
員の教育を目的に，
専務理事による個別
ヒヤリング及び職員
評価制度を継続実施
しており，今年度から
月一回の勉強会も開
催している。

組織運営の
適正性

経営目的，経営方針が各種計画に
反映され，計画・実行・見直しが行
われているか

法人が行っている事業と当初の設
立目的が適合しているか

45.9%

60.0%

21.4%効率性

合計

24 40
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公益法人会計用
　社団法人　茨城県公害防止協会
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［評点集計］

健全性 11

組織運営の適正性
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計画性

目的適合性
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［法人を担当する課の意見］

［総合評価］

から県民のみなさまへ＞

安定した収益の確保
に努めることにより，
公益事業の充実も図
れるため，業務の効
率化・合理化を図る
必要がある。

職員の意識改革や
教育に努めることに
より，さらなる職員の
職務への動機付け
体制の充実を図る必
要がある。

今後も，厳しい経営環
境が続くなか，計画
的・効率的な運営は
必要であり，経営体
質の強化に努める必
要がある。

計画性 組織運営の適正性目的適合性
公益事業の内容の充
実を図り，会員加入を
促進し，公益事業比率
の向上に努める必要
がある。

人件費関連の改善を
見直すため，今後の
職員構成等，先を見
通した検討をする必要
がある。

効率性健全性

　厳しい経営環境のなか，民間企業との適正な競争が図れるよう，引き続き，経営の体質
強化を図る必要がある。また，公益事業比率の向上が課題であるため，公益法人としての
特性を活かし，さらなる公益事業の充実を図る必要がある。

第三次行財政改革
大綱に係る取組状況

○経営の健全化
○指導監督強化・有責任経営体制
○情報公開徹底

○公益事業を充実させるため，地球温暖化
防止活動推進センターの事業を本格化させ
る。
○県の現職派遣の必要性を見直し，今後取
り止める方向で検討していく。
○引き続き，ホームページ等での情報公開
に取り組む。

法人担当課の意見

取組み状況推進事項

組織運営の適正性

　公害防止や環境保全に関する活動等の公益事業を推進しておりますが，平成１６年１０月に地球温暖化防止活
動推進センターの指定を受けましたので，今年度よりその活動を本格化させまして公益法人としてより一層充実し
た内容の事業を展開して参ります｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年２月　　会長　　角田　芳夫

総合的所見等
に係る対応

   当法人は，県公害行政を補完する団体として設立された経緯もあり，公益法人として公
害防止・環境保全を推進することを使命としている｡
   収益事業比率が高い状況ではあるが，地球温暖化防止活動推進センターをはじめとす
る，環境保全に関する普及啓発活動等の公益事業の充実を図ることにより，公益性を高め
るよう指導・助言していく。
   また，県職員派遣についても見直していく｡

＜ 社団法人　茨城県公害防止協会

健全性 効率性

総合的所見等

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善措置が必要

   当法人は，収益事業比率も高く，営利法人への転換が可能な団体である。
地球温暖化防止活動推進センターの活動など公益事業の取り組みは認められるものの，
依然として収益事業比率が高い状況にあり，現行の組織の存続を図るには，積極的な公
益事業の展開の実施が求められる。
   なお，当法人は県の関与（県職員派遣）が無くても十分に運営が可能であることから，関
与を廃止するべきである。

取組みを強化すべき視点 計画性 目的適合性
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